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と広域救急医療体制確立に資する研究 
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研究要旨 既存手術データベースを用いて、大動脈緊急症の代表的疾患である急性大動脈解
離および破裂性腹部大動脈瘤の治療実態の解析を行い、大動脈緊急症に対する手術件数は
増加傾向にあり、死亡率は緩徐な低下傾向にあるものの、他の循環器系救急疾患に比して
依然として群を抜いて高いことを昨年度明らかにし、今年度は急性大動脈解離の手術例に
おいて、発症から手術実施病院に到達する時間を解析した。その結果、過疎地域や地方都
市では大都市に比べて、長い時間を要することが分かり、過疎型、地方都市型、大都市型
でそれぞれ大動脈緊急症への医療体制整備には異なる対策が必要である可能性が示唆され
た。さらなる救命率向上をはかるためには、①初療における的確な心大血管救急疾患の搬
送先病院決定と②初療医療機関と大動脈拠点病院との情報連携の確立による病院到着から
手術開始までの時間短縮が重要であるという仮説を立て、今年度は前者には救急に関わる
医療者用の大動脈緊急症判定アプリの開発、後者に対しては引き続き病院間画像連携ネッ
トワークの有効性を検証するためのデータ集積を行っている。こうした対策によって、上
述の発症から治療病院到着までの時間の格差を解消することが期待される。一方、冠動脈
救急において、心原性ショックを伴う重症例については、病院密度が高いほど救命率が良
好であることから、過疎地域との格差が冠動脈救急でも明らかになったが、過疎地域であ
っても限られた循環器専門医を地方の重要拠点に集中配置することによって、救命率が病
院密度の高い大都市と同等になることが明らかとなり、過疎地域における格差解消に重要
な示唆を与える結果を示すことができた。 
心血管救急における救命率向上には、地域実状や病院密度に応じた対策が必要であるこ

と、医療資源の適正配置やICT活用による情報連携が急務であることが示唆され、最終年度
に向けてICTの活用実態と有効性を明確してゆきたい。 
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A. 研究目的 

心臓大血管救急において、①大動脈緊急症（急性大

動脈解離や破裂性腹部大動脈瘤）の治療成績、救急医

療体制の実態の把握を行なったうえで、②informatio

n and Communication Technology (ICT)を用いた病

院間医療情報連携の有効性を証明する全国多施設共

同研究を進め、循環器病対策推進基本計画が目標とし

て掲げる医療体制の整備・改革に資するデータを提供

して、地域実状に配慮した心臓大血管救急医療改革モ

デルを提案することを目的とする。 

B. 研究方法 

①令和 3 年度は、手術患者登録既存データベースであ

る Japan Cardiovascular Surgery Database (JCVSD)

や National Clinical Database (NCD)の解析を継続

し、昨年度の手術症例数調査に引き続き、本年度は急

性A型大動脈解離治療における発症から手術実施施設

への到達時間を調査した（分担研究者本村ら報告参

照）。 

②非手術患者を含めたリアルワールドデータの解析
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として、レセプトベースの既存データベースである

JMDC Database を用いて、昨年度の急性大動脈解離の

医療資源使用解析に引き続き、今年度は破裂性腹部大

動脈瘤の長期予後（生命予後および遠隔期までの治療

再介入）解析を実施し、リアルワールドデータ解析手

法を確立した。 

③ICT を用いた病院間画像連携アプリの導入が心臓大

血管救急に及ぼす効果を証明するため、多施設臨床研

究を整備し、データ収集体制を確立し、データ登録を

多施設で進めるとともに、解析体制を整えた。 

④データに基づく心臓大血管救急の医療体制改革へ

の提案：本研究において得られるデータや既存データ

によって明らかにされる大動脈緊急症の治療実態や

上記③で得られる研究成果に基づいて、大動脈緊急症

治療体制に関する地域医療体制を過疎型、地方都市型

と大都市型に分けて提案する。昨年度は、日本循環器

学会と日本脳卒中学会が主導する「脳卒中と循環器病

克服第二次 5 か年計画」の立案に参画し、本年度はい

くつかの学術集会においてシンポジウムを開催した。 

さらに、日本最大の既存の心臓大血管救急ネットワー

クである東京都大動脈スーパーネットワークの年間

活動状況や急性大動脈解離の予後決定因子の解析が

報告された。 

⑤冠動脈救急における地域格差に関して、JROAD-DPC

データ解析を実施し、病院密度別の急性心筋梗塞救命

率とそれに影響する因子を検討した。特定の地域実態

調査については、COIVD-19 が収まってから次年度以降

に実施予定となっている。 

⑥研究成果の発信：ホームページの開設。 

 (倫理面への配慮) 

・既存データベース解析プロジェクトについては、個

人が特定されない状態(「匿名」状態)で診療情報が収

集されておりデータ解析者を含めて匿名情報のみを

扱っており、個人情報に関わる倫理面に配慮がなされ

ている。さらに、上記①から⑤に関する解析結果を統

合して検討し、心臓大血管救急医療体制の確立に資す

る解析を行うための研究については倫理委員会の承

認を得て実施している（旭川医科大学 20208 号） 

・ICT を用いた病院間画像連携プロジェクトおよび破

裂性腹部大動脈瘤に関する全国多施設共同研究につ

いては、倫理委員会の承認を得て実施している（旭川

医科大学 18094 号および 17166 号）。 

C. 研究結果 

①手術データベース解析結果：手術に至った急性大動

脈解離や破裂性腹部大動脈瘤は、いずれも年々増加傾

向であり、手術後の死亡率はいずれも緩徐に改善傾向

であるものの、急性大動脈解離で 10.0％、破裂性腹部

大動脈瘤で 15.7％と、循環器系救急疾患の中で群を抜

いて高い状態であることを昨年度報告した。急性大動

脈解離手術は難易度が高く、かつ、多診療科多職種を

含む多くの医療者を 365 日 24 時間体制で必要とする

ことから、手術実施可能な施設、いわゆる大動脈拠点

病院の数には限りがあり、その分布は全国均一ではな

い。本年度は、地域を大都市型、地方都市型、過疎型

の 3 群に分類して、それぞれにおいて、大動脈解離発

症から手術実施施設到達時間を検討したところ、それ

ぞれ、17.1 分、22.8 分、25.4 分と差があることがは

じめて明らかとなった（表 1）。過疎型地域におけるこ

の時間の格差によるデメリットを解消するためには

地域におけるICTを活用した病院間ネットワーク構築

とネットワーク内での円滑な情報連携の確立が急務

であるがあると考えられた（詳細は、分担研究者報告

書を参照）。 

 施設数 症例数 到達時間中央値 

全国 541 29498 19.3 分 

過疎型 28 1136 25.4 分 

地方都市型 246 12721 22.8 分 

大都市型 264 15636 17.1 分 
表 1.急性大動脈解離の発症から手術実施病院到着までの時間 

 

⓶リアルワールドデータ解析の結果、JMDC データにお

いては、レセプト上の処方や手術・材料・管理料を追

跡できることから、長期にわたるイベント発生や介入

データを得ることができ、特に施設を跨ぐ解析が可能

である。R3 年度は破裂性腹部大動脈瘤術後の長期予後

やイベント発生を解析し有用なデータを得ることが

できた（詳細は分担研究者佐瀬らの報告書参照）。 

③ICT を用いた病院間画像連携プロジェクトは、全国

12 大学病院の参加を得て、今年度複数回のミーティン

グを経て、測定項目として、発症から治療開始までの

時間経過関連項目（含む搬送手段、搬送距離、搬送元

との情報連携内容と方法）、病院到着時重症度関連項

目（含む血液検査や血液ガス分析データ）、治療方法お

よび治療成績関連指標が決定され、それらの項目を既

存手術データベースに組み込むためのシステム改修

を発注して、データ登録プラットフォームが完成した。 

 
 
 図 1．ICT を活用した病院間画像情報連携の模式図 

 

対象疾患は急性Ａ型大動脈解離、破裂性胸部大動脈瘤、

破裂性腹部大動脈瘤であり、参加 12 大学病院は地域

中核病院からこれら対象疾患を受け入れた際に上記

の測定項目を登録して、病院間画像連携ツール使用群

と非使用群の間で propensity score matching を行っ
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て、primary outcome である door to intervention 

time や secondary outcome である救命率などを比較

検討するとともに、その地域の心臓大血管救急の実態

を明らかにする。すでにデータ登録を開始しており、

最終年度に結果を解析する予定である。ICT を活用し

た病院間画像連携の仕組み（図１）は関連学会におけ

る報告を継続して実施し、本システムの普及をはかっ

ている。 

④データに基づく心臓大血管救急の医療体制改革へ

の提案：日本循環器学会、日本脳卒中学会ほか複数関

連学会と共同で 2020 年から取り組んだ「脳卒中と循

環器病克服第二次 5カ年計画」策定において、冠動脈

救急と違って大血管救急は専門的治療可能な施設が

極めて限定的であることや、適切な治療施設への搬送

体制整備の重要性を考慮し、大動脈拠点病院を中心と

した広域ネットワーク構想を提案した。大動脈拠点病

院として大動脈緊急症対応可能病院を集約化するこ

とが地域住民にとって治療成績向上に結び付くこと

をデータで示す必要があり、上記③で示した ICT 活用

が集約化による搬送距離延伸の弊害を解消する最大

の切り札になることを示すべく、ICT 活用の効果に関

するデータを収集して、次年度にその結果に基づいた

提案を行う予定としている。。 

急性大動脈スーパーネットワークからの報告：急性大

動脈ネットワークとして、いち早く大動脈拠点病院構

想を巨大都市東京で成し遂げた東京都CCUネットワー

クからの 2020 年の報告によると、緊急大動脈重点病

院 14 施設（毎日 24 時間対応）、及び緊急大動脈支援

病院 26 施設（曜日や時間帯によって対応）で三次救急

の来院時心肺停止を含む総計 1,918 例（急性 A型解離

548 例、破裂性大動脈瘤 370 例）の緊急診療を行った。

重点病院は全体の 52.8%の患者を 71.3 例/年の率で、

支援病院は 25.6 例/年の率で患者を受け入れ、院内死

亡率は急性 A 型解離 17%、破裂性大動脈瘤 31%でであ

った。多変量解析の結果、ショック、CPA、心タンポナ

ーデ等と共に腸管虚血が急性A型大動脈解離の予後を

決定する因子であった。なお、2020 年の急性 A型大動

脈解離死亡率が 17.3%であり、COVID-19 パンデミック

前の 2018-19 年の死亡率 13.8%に比べ高値であった。 

⑤冠動脈救急における地域格差：JROAD-DPC データ解

析により、病院密度は冠動脈救急救命率に影響を与え

るが、特に重症例に関して、病院密度が低い地域であ

っても循環器専門医の数を集中することで病院密度

が高い地域と遜色ない救命率を達成できていること

を明らかにした（図２） 

（分担研究者辻田らの報告参照）。 

⑥研究成果の発信：本研究の成果報告や循環器救急に

関する市民公開講座などの情報を発信する目的でホ

ームページを立ち上げ、循環器救急診療実態や ICT 

の役割を市民に発信し、かつ、突然生命を奪われる可

能性のある循環器救急疾患の市民啓発を開始した。 

 
図 2. 病院密度と循環器内科医師数で層別化した心原性ショッ

クを伴う急性心筋梗塞の 30 日死亡率。横軸の青色帯が病院密

度（Q1~Q4 の 4 階層に分類）、黄色帯が病院あたりの循環器専門

医師数をを示す、*P<0.05. Ishii M, et al. Eur Heart J Open 

2022;2: https://doi.org/10.1093/ehjopen/oeab047 より引用 

 

D. 考察 

１）手術データベースを用いることの利点について：

急性大動脈解離や破裂性大動脈瘤は、発症時の病態・

重症度が直接救命率に関わることから、単に手術死亡

率の高低だけを地域別に比較することは避けるべき

であり、重症度や患者背景に配慮した慎重な統計処理

が求められる。その点で個別患者データや疾患重症度

のデータを保有する JCVSDや NCDを対象データベース

として採用し、解析を行っている。昨年度の解析では

経年的な治療成績の緩徐な改善が得られており、それ

は手術手技の確立や周術期管理の向上などによると

ころが大きいと考えられるが、手術および手術後管理

にこれ以上の格段の成績向上を求めることは容易で

はなく、救命率の格段の改善のためには病院到着まで

の過程に焦点を当てた研究が必要と考えられる。手術

データベースは、発症場所の郵便番号情報と治療実施

病院の場所情報を有していることから、病院到着まで

の時間を推察できる。そこで、今年度、発症から病院

到着までの時間を、過疎型、地方都市型、大都市型の

3 群に分けて検討したところ、表１に示したとおり具

体的な時間のデータを得ることができ、今後、

prehospital の部分に介入する際の重要な指標となる

数値を得たという意味において、JCVSD や NCD データ

ベースの有用性をさらに高める研究成果であると考

えられる。 

 さらに、手術データベースは、手術した病院の場所

情報を有していることから、特定の地域における救命

率を算出する能力を有している。特定の地域、具体的

には都道府県別データを出すことができれば、都道府

県ごとの地理的、気候的、交通網的な事情や病院密度、

病院機能別配置などの状況を加味した解析が可能と

なり、都道府県における循環器病対策基本計画を立案

する上で重要なデータを提供できる。ただし、そこに

は倫理的配慮に加えて、医療機関に対する配慮（救命

率に関する医療機関間の格差などが推測しうるデー
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タを公にすることに対する配慮）などが必要であり、

都道府県の行政や医療機関の同意のもとに行われる

必要がある。現在、JCVSD と日本心臓血管外科学会が

その手法の確立に取り組んでおり、各都道府県からの

要望に応えることができるよう調整中である。具体的

なデータに基づく循環器病対策基本計画が立てられ、

各都道府県の大東脈拠点病院や行政、救急が一体とな

ってデータに基づく大動脈救急体制整備を行われ、そ

の計画実行後、どのようにアウトカムが改善されたか

についても都道府県別データで示す、そういった体制

の実現が望まれる。 

２）手術データベースで得られない情報の解析方法に

ついて： 上記の方法の短所として、大動脈緊急症拠点

病院に到達できずに死亡する患者や、到達した時点で

は重症すぎて手術不能と判定された患者、あるいは保

存的治療にて加療されることが多い急性B型解離例な

どの解析ができないことが挙げられる。急性 B型大動

脈解離は、一部、complicated type には侵襲的治療を

緊急で実施する必要がある一方、uncomplicated type

は保存的治療（安静降圧）が推奨される。また、治療

デバイスが進歩し、そうした適応が変遷してきている。

担当する診療科も病態により異なる。そうした複雑で

幅広い病態のため、これまで実態把握ができていない。

そこで、本研究班では JROAD-DPC データベース解析が

有用であると考え、本年度データ利用の応募を行い、

R4 年 3 月にその承認が得らえた。次年度にデータ解析

に着手する。 

３）大動脈緊急症に対する救急医療体制モデル在り

方・地方型と都会型の違いについて：発症から病院到

着前までの過程のどこに解決可能な課題があるのか、

適切な搬送先病院の選択や初療医療機関と大動脈緊

急症拠点病院との間での迅速な情報連携の在り方に

ついての研究が求められている。2017 年に発表された

米国血管外科学会の大動脈瘤ガイドラインにおいて、

破裂性腹部大動脈瘤における初療医療機関から手術

開始までの door to intervention time を 90 分以内

にすべきという推奨がなされているが、具体的なエビ

デンスは示されていない。 

当研究の解析対象となっている日本血管外科学会

主導の全国多施設共同研究「破裂性腹部大動脈瘤に対

する開腹手術とステントグラフト内挿術の治療選択

に関する全国多施設観察研究（JEWELRY study）」にお

いて破裂性腹部大動脈瘤の door to intervention ti

me と救命率の関係性を示す重要なデータが得られる

ものと期待される。 

一方、急性大動脈解離については、治療経験数の多

さが治療成績に直結するというvolume effectを根拠

として、comprehensive aortic center に搬送すべき

というエビデンスが集積されつつある。このことは、

循環器病克服第二次5カ年計画で掲げた大動脈緊急症

拠点病院を軸とする広域ネットワーク構想を裏付け

るデータである。 

発症した場所と大動脈緊急症拠点病院との距離が

遠く、長い搬送時間を要する状況においては、その時

間をいかに有効に使うかが治療成績向上のカギとな

ると考えられる。本年度の本村分担研究員からの報告

によると、過疎型では大都市型と比べて、発症から病

院到達までの時間が 1.5 倍（平均 25.4 分対 17.1 分）

であることが報告された。平均値で 8分の格差が果た

して臨床的に有意差をもって予後に影響するか否か

は今後の研究を待つところであるが、同じ JCVSD デー

タベースを用いた先行研究では、搬送距離の差は治療

成績に影響せず、多少距離が遠くても、多数の症例を

経験している大動脈拠点病院へ搬送することが推奨

さ れ て い る (Izumisawa Y, et al. J Thorac 

Cardiovasc Surg 2022;163:28-35)。 

過疎地域や地方都市において、数が限られる大動脈

拠点病院との距離が遠く時間がかかるという状況を

改善することは、基本的に難しいのであれば、その時

間をいかに有効に使うかが問われるところである。本

研究班の主目的であるICTを活用した病院間画像連携

システムは、遠隔地の搬送元病院で得られた情報を患

者到着を待つ大動脈緊急症拠点病院に送信すること

で、大動脈拠点病院での準備を整え、到着後直ちに治

療に取り掛かれる状況を確立する有用なツールであ

ると考えられる。過疎型あるいは地方都市型の地域で

大都市型と比べて発症から病院到着までの時間がか

かったとしても、ICT を用いた病院間画像連携によっ

て手術準備が整っていれば、病院到着から手術開始ま

での時間を短縮できる可能性があり、病院間画像連携

システム活用例でそれが実証されれば、発症してから

手術開始までの時間に格差が無くなることが証明さ

れる可能性があり、次年度の結果が期待される。 

最終的には、地域実状に即した心臓大血管救急広域

ネットワーク構想を提案する計画であるが、大動脈緊

急症に対応できる大動脈拠点病院が非常に限定され

ている地方型と、多くの大動脈緊急症拠点病院を抱え

る大都市型とでは、異なるモデルの提案が必要と考え

ている。 

４）大動脈緊急症に対する救急医療体制モデル在り

方・救急搬送担当医療者と大動脈拠点病院の連携につ

いて：大動脈緊急症の患者に最初に遭遇する医療者は

救急隊員であることがほとんどであるが、大動脈緊急

症であることを即座に判定するのは難しく、また、経

験豊富な救急隊員が大動脈緊急症を疑っても、それを

大動脈拠点病院の医師に根拠をもって伝えることは

現状では難しい。さらに、大動脈緊急症であった場合、

ある程度緊急を要するが数時間経過してもあまり予

後が変わらない病態と、一刻を争う心タンポナーデや

臓器潅流障害、ショックを伴う病態とでは、緊急度・

重症度が異なる。 

 今年度、本研究班では、大動脈緊急症が高確率で疑

われるのであるのかどうか、また、どの程度切迫した

緊急度なのかを質問形式で救急隊員に問うアプリを
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開発した。 

アプリによって、より速やかに搬送先病院選定が行

われることや、大動脈拠点病院に直接搬送することな

どによって、搬送時間を短くすることが期待され、さ

らに、救急隊員が取得した情報が搬送先病院に電送さ

れることで、搬送先病院におけるより的確で迅速な受

け入れ準備が可能となることが期待される。なおかつ、

副次的効果として、救急担当医療者に大動脈緊急症に

対する意識の向上といった啓発効果も期待される。本

年度開発した救急隊員用アプリが特に大都市型で威

力を発揮する可能性が期待され、次年度の実証結果が

待たれる。 

５）冠動脈救急における地域格差研究について：冠動

脈救急については、治療成績が PCI 普及率に依存して

改善していることが先行研究で明らかになっている

が、例外的に成績不良な地域も存在している。 その地

域で何が課題となっているのか地域実状の調査を主

体とするフィール研究を次年度以降に実施する予定

である。地域における課題は、大血管救急にも通じる

可能性が高く、大血管救急に対する病病連携ネットワ

ーク構築の参考になるものと期待している。 

６）災害時の医療体制におけるICTの有用性について：

この度の COVID-19 パンデミックにおいて、重症例は I

CU での濃厚管理を必要とする一方、aortic emergenc

y の治療にも ICU は必須であり、競合する。救急医療

体制においても COVID-19 が救急搬送体制を圧迫する

だけでなく、aortic emergency 症例の受け入れ、手術

準備を行うにあたっても COVID-19 感染か非感染かが

大きく影響し、感染状態が不明のままの場合は大きな

負荷を救急医療現場に強いることになり、COVID-19 パ

ンデミックは災害が aortic emergency 医療に大きな

影響を与えることを我々に教示している（分担研究者

上田らの報告 Triage and management of aortic em

ergencies during the coronavirus disease 2019 

(COVID-19) pandemic: A consensus document suppo

rted by the American Association for Thoracic S

urgery(AATS) and Asian Society for Cardiovascul

ar and Thoracic Surgery (ASCVTS). J Thorac Card

iovasc Surg 2021;161:48-53.） 

COVID-19 パンデミックが救急搬送体制や大動脈拠

点機能を低下させる事例は、上述した東京都急性大動

脈スーパーネットワークからの報告（2020 年度の救命

率が COVID-19 前の 2018～ 2019 年のそれよりも低値

であったことを考えると、治療ネットワーク維持運営

において、拠点病院間の連携も重要であることを示唆

してるとも考えられる。 

災害時の患者搬送先や搬送適応決定においても、

ICT を用いた拠点病院間の情報連携・画像連携が有用

であることが想定され、本研究の副次的効果として期

待されるところである。 

７）冠動脈および大動脈救急における病院間情報連携

の活用実態について：医療への ICT 導入は日進月歩で

あり、救急疾患における病院間画像連携も進んできて

いると考えられるが、一方でコスト面などの課題も多

く、全国レベルでの具体的な活用実態はあまり知られ

ていない。病院間画像連携は、本研究で推奨するとこ

ろであり、今後さらに進歩発展してゆくことが期待さ

れるが、現時点で何が不足しているのか、あるいは、

どのような成功例があるのかを調査するのも本研究

班の役割であると考え、最終年度に救急指定病院を対

象にアンケートを予定している。 

E. 結論 

既存手術データベースの解析結果から、急性大動脈

解離や破裂性腹部大動脈瘤の手術死亡率は、いずれも

緩徐に改善傾向にあるものの、全国データの最新値で

それぞれ 10.0%, 15.7%となっており、他の循環器系救

急疾患と比べてまだ群を抜いて高い。さらなる救命率

改善には、手術開始に至る前の段階即ち地域における

救急医療体制の整備・改革が必要であり、本研究が推

し進める「大動脈緊急症重症度判定アプリ」や「ICT を

用いた病院間画像連携システム」を含めた ICT を用い

た情報連携の導入・活用が期待される。大動脈緊急症

においても冠動脈救急においても、地方と大都市の間

で格差が認められたが、その格差を埋めるべく、集約

化された高機能の拠点病院に如何に迅速かつ的確に

情報を送りつつ、患者搬送することが重要と考えられ

る。その実現に向けて、ICT を用いた病院間画像連携

システムに関する全国多施設共同研究の成果が待た

れる。 
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